
本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を
記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措置事項のうち、上記の事項につき
ましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、お送りする書面には記載してお
りません。

株　主　各　位

第11期定時株主総会招集ご通知に際しての
交付書面への記載を省略した事項

　　　・事業報告
　　　　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　　　・連結計算書類
　　　　連結株主資本等変動計算書
　　　　連結注記表
　　　・計算書類
　　　　株主資本等変動計算書
　　　　個別注記表

株式会社ジグザグ



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
(1) 業務の適正を確保するための体制

　当社の業務の適正を確保するための体制整備に関する基本方針(「内部統制システムの基本
方針」)の取締役会決議の内容の概要は以下のとおりです。(最終改定 2026年５月19日)

１　当社及び子会社の取締役及び従業員の職務執行が法令及び定款を遵守するための体制
・ 当社は、当社及び子会社（以下「当社グループ」という。）のコンプライアンス体制

に関する諸規程を定め、かつ、諸規程に従った取締役及び従業員の役割と権限を明確
化すべく、コンプライアンス体制の整備、維持及び実行を図る。

・ 当社は、当社グループのコンプライアンス体制を徹底するため、内部監査統括部署で
ある内部監査室を設置する。当社の内部監査室は、当社グループの取締役及び従業員
の活動が、法令、定款、社内規程に適合しているか監察する。

・ 当社グループの取締役及び従業員は、当社グループにおける法令違反その他コンプラ
イアンス違反に関する事実、又はその疑いのある事実を発見したときは、直ちに当社
の監査役又は内部監査室に対し報告する。内部監査室長は、当社の監査役及び取締役
に対し報告する。

・ 当社の監査役は、当社グループのコンプライアンス体制に問題があると認めるとき
は、当社の取締役会において意見を述べ、是正を求めることができる。

2　当社の取締役の職務執行に関する情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、「文書管理規程」に基づき、当社の取締役の職務執行に関する情報を文書又は
電磁的記録媒体に記録し、その記録媒体の性質等に応じて適切に保存、管理を行う。子会
社についても、その重要書類の管理状況を当社が適宜確認できる体制を整備する。

3　当社及び子会社の損失の危険の管理に関する体制
・ 当社は、当社グループの経営を取り巻く様々なリスクに対して的確な管理・実践を行

うべく「リスク管理規程」を定め、周知徹底する。
・ 当社グループの経営又は事業活動に重大な影響を与える全社的なリスクを管理する組

織体として、当社の代表取締役を責任者とする「リスク管理委員会」を設置し、子会
社のリスク情報も集約・管理する。

・ 当社の内部監査室長は、「内部監査規程」に基づく内部監査を通じて、当社グループ
の各部門のリスク管理状況を確認する。
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・ 法令、諸規程に反する行為等を早期に発見し是正すべく、子会社の取締役及び従業員
も利用可能な「内部通報規程」を運用する。

4　当社及び子会社の取締役の職務執行の効率化を図るための体制
・ 当社は、取締役の職務執行の効率化を図るための体制として、取締役会を原則として

月１回開催する他、必要に応じて臨時開催し、経営の基本方針、事業活動に関する重
要事項を決定する。

・ 当社は、「関係会社管理規程」を定め、子会社の自主性を尊重しつつ、子会社の重要
な業務執行について事前に当社へ協議又は報告を求める体制を構築する。

・ 当社は、経営計画及び各事業年度の予算を共有し、目標達成のための具体案を実行す
る。

5　当社及び子会社の業務の適正を確保するための体制（グループ管理体制）
・ 当社は、子会社の経営状況を把握するため、「関係会社管理規程」に基づき、子会社

に対し定期的に営業成績、財務状況その他の重要事項の報告を求める。
・ 当社の内部監査室は、定期的に子会社の内部監査を実施し、その結果を当社の代表取

締役及び監査役に報告する。

６　監査役の職務の補助者に関する体制及び補助者の取締役からの独立性に関する体制
・ 当社は、当社の監査役から監査職務を補助する従業員を置くことを求められた場合

は、監査役補助者を任命する。
・ 監査役補助者は、その業務執行に際し、取締役の指揮命令を受けず、監査役の指揮命

令の下で職務を遂行し、監査役補助者の異動・評価等については監査役の同意を要す
る。

７　監査役に対する報告に関する体制及び実効的監査に関する体制
・ 当社グループの取締役及び従業員は、当社グループの業務に影響を及ぼす重要事項に

ついて、当社の監査役に対し報告する。また、子会社の監査役と当社の監査役との間
で情報共有を図る体制を整備する。

・ 当社の監査役は、必要に応じて、当社グループの取締役及び従業員に対し、内部監査
の実施状況、リスク管理状況、コンプライアンス状況、内部通報制度で通報された事
案の内容等の業務に関する報告を求めることができる。
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・ 当社の監査役は、子会社の監査役との間で「グループ監査役連絡会」を組織し、定期
的な情報交換及び監査手法の共有等を行うことで、グループ全体の監査の実効性を高
める。

・ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処置については、適時適切
に行う。

・ 当社の監査役は、必要に応じて、当社の代表取締役及び内部監査室と意見交換を行う
ことができる。

・ 当社の監査役は、当社の取締役会以外の重要な会議にも出席することができる。
・ 当社は、当社の監査役が法律・会計等の専門家から監査業務に関する助言を受ける機

会を保障する。

８　不利益な取り扱いを禁止する体制
　当社は、本方針に基づき当社の監査役に報告を行った当社グループの取締役及び従業員
に対し、当該報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨
を当社グループの取締役及び従業員に周知する。

９　財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、当社グループにおける財務報告の信頼性確保のため、全社的な統制活動及び各
業務プロセスの統制活動を強化し、その運用体制を構築する。

10　反社会的勢力との取引排除に関する体制
　当社は、当社グループ全体として反社会的勢力とは一切の関係を遮断し、反社会的勢力
に対しては、関係行政機関や顧問弁護士等と緊密に連携し、全社を挙げて毅然とした態度
で対応する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　上記の業務の適正を確保するための体制（内部統制システムの基本方針）の運用状況の概要
は、以下のとおりであります。
　当事業年度は取締役会を18回開催し、法令又は定款に定められた事項及び経営上の重要な
事項の決議等を行うとともに、各取締役の職務執行の監督を行いました。
　当事業年度は監査役会を16回開催し、監査方針等の策定を行うとともに、監査結果等につ
いての意見交換を行っております。監査役３名は全て社外監査役であり、取締役会及びその他
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の重要な会議に出席すること等により、意思決定の過程及び職務の執行状況を把握、監視する
とともに、代表取締役、内部監査室及び会計監査人と定期的な意見交換を実施しております。
　内部監査については、内部監査室が監査計画を策定の上、業務全般に関して法令、定款及び
社内規程等の遵守状況や職務執行の手続の妥当性等について内部監査を実施し、その結果を代
表取締役及び監査役に報告しております。
　反社会的勢力との取引排除については、「反社会的勢力対応規程」に基づき、新規取引開始
時に当該取引先が反社会的勢力との関わりがないか調査を実施し、取引排除を徹底しておりま
す。また、継続取引先についても定期的に同様の調査を実施しております。
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(2025年６月 1 日から
2026年５月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 398,430 538,714 177,034 1,114,178

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 16,526 16,526 33,052

親会社株主に帰属する当期純利益 227,643 227,643

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 16,526 16,526 227,643 260,695

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 414,956 555,240 404,678 1,374,874

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

為 替 換 算 調 整 勘 定 そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 － － 170 1,114,348

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 33,052

親会社株主に帰属する当期純利益 227,643

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) △27 △27 △170 △197

当連結会計年度変動額合計 △27 △27 △170 260,498

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △27 △27 － 1,374,846

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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機械装置及び運搬具 17年
工具、器具及び備品 ３年～４年

連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　１社
・主要な連結子会社の名称　　　吉克査克股份有限公司

(2) 連結の範囲の変更に関する注記
　連結の範囲の変更

　当連結会計年度から吉克査克股份有限公司を連結の範囲に含めております。これは、当連結会計年度に
おいて新たに設立したことによるものであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の吉克査克股份有限公司の決算日は４月30日であります。連結計算書類の作成にあたって
は、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行
っております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　棚卸資産
　商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ　有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります

ロ　無形固定資産
　自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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③　重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
　当社グループは主として、インターネット上で海外在住の個人カスタマーに対して購入代行サービスを
運営しており、カスタマーと締結した規約等にもとづいて購入代行サービス等を履行する義務を負ってお
ります。当履行義務は、当社グループが商品をカスタマーからの依頼に基づき購入代行及び発送手続を行
い、輸送業者に引き渡すまでであり、引き渡し時点で収益を計上しております。
　当社グループが代理人として商品の販売に関与している収益については純額で収益を認識しておりま
す。なお、顧客から前受金の支払を受ける場合、契約負債が計上されます。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整
勘定に含めております。

２. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1)　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

 繰延税金資産　　54,243千円

(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　算出方法

　将来減算一時差異に対して、将来の収益力及びタックスプランニングに基づく課税所得の見積りに基づ
き、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

②　主要な仮定
　将来の収益力に基づく課税所得の見積りは将来の事業計画を基礎としており、当該事業計画の主要な仮
定は、過年度の実績や市場傾向等であります。
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(1)　有形固定資産の減価償却累計額 3,571千円

 当座貸越極度額の総額 50,000千円
 借入実行残高 －千円

 差引額 50,000千円

普通株式 7,755,435株

普通株式 438,525株

③　翌年度の連結計算書類に与える影響
　繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その見積りの前提とした仮定に
変更が生じた場合、翌連結会計年度の連結計算書類において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に影
響を与える可能性があります。

３. 連結貸借対照表に関する注記

(2)　当座貸越契約
 　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま
す。
 　この契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりでありま
す。

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（注）2025年９月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数
　期末に保有する自己株式はございません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 長期借入金（＊2） 13,220千円 13,119千円 △100千円

５. 金融商品に関する注記
(1)　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、また、資金調達については主に
金融機関からの借入及び株式発行により調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　現金及び預金は、主に普通預金及び定期預金であり、預入先の信用リスクに晒されておりますが、預入
先は信用度の高い銀行であります。
　売掛金、預け金については、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当該リスクに関しては、残高管
理を実施することでリスクの低減に努めております。
　未収消費税等はすべて１年以内の回収期日であります。
　差入保証金は取引先に対する営業保証金及び建物等の賃貸借契約における敷金であり、取引先及び賃借
先の信用リスクに晒されておりますが、定期的に主要先のモニタリングを行い、財務状況等の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、営業債務や
借入金は、流動性リスクに晒されていますが、資金繰り計画を作成する等の方法により管理しておりま
す。
　未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

(2)　金融商品の時価等に関する事項
　2026年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま
す。

（＊1）「現金及び預金」、「売掛金」、「未収消費税等」、「預け金」、「買掛金」、「未払金」及び「未払
法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。

（＊2）長期借入金は１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
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（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

差入保証金 6,394

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 1,998,468 － － －

売掛金 14,542 － － －

未収消費税等 144,308 － － －

預け金 198,718 － － －

合計 2,356,038 － － －

１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 9,118 4,102 － － － －

合計 9,118 4,102 － － － －

（＊3）差入保証金は上表には含まれておりません。差入保証金は取引先に対する営業保証金5,994千円及び建
物等の賃貸借契約における敷金400千円（差入保証金合計6,394千円）であり、営業保証金については
時価が帳簿価額に近似しているものと想定されること、敷金については重要性が乏しいことから時価の
算定の対象外としております。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注）１.金銭債権の決算日後の償還予定額

　差入保証金については、返還期日を明確に把握できないため、償還予定額には含めておりません。

（注）２.長期借入金の決算日後の返済予定額
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区 分 時 価
レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合 計

長 期 借 入 金 － 13,119千円 － 13,119千円

(3)　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
 　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ
ベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時
価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

 　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金
　元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。

6. 収益認識に関する注記
(1)　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 　当社グループは越境ECプラットフォーム事業を営む単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収
益、キャッシュ･フローの性質から収益を分解した情報の重要性が乏しいため、記載を省略しております。

(2)　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
 　収益を理解するための基礎となる情報は、「１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関
する注記等 (4) 会計方針に関する事項 ④ 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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（単位：千円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 7,789

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 14,542

契約負債（期首残高） 401,671

契約負債（期末残高） 596,024

(1) １株当たりの純資産額 177円28銭
(2) １株当たりの当期純利益 30円31銭

(3)　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

 　連結貸借対照表において、顧客との契約から生じた債権は「売掛金」に含まれております。
 　契約負債は、主に海外カスタマー向け購入支援サービスのWorldShopping利用者より、商品の購入代
行を行うために受け取った前受金であります。
 　当該前受金は収益の認識に伴い取り崩されます。期首現在の契約負債残高は401,671千円であり、当連
結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債に含まれていた金額は401,671千円でありま
す。

7. １株当たり情報に関する注記

　当社は、2025年９月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。2026年５月
期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益を算定
しております。

8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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(2025年６月 1 日から
2026年５月31日まで)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 398,430 538,714 538,714 177,034 177,034 1,114,178

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 16,526 16,526 16,526 33,052

当 期 純 利 益 227,643 227,643 227,643
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 16,526 16,526 16,526 227,643 227,643 260,695

当 期 末 残 高 414,956 555,240 555,240 404,678 404,678 1,374,874

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 170 1,114,348

当 期 変 動 額
新 株 の 発 行
（新株予約権の行使） 33,052

当 期 純 利 益 227,643
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △170 △170

当 期 変 動 額 合 計 △170 260,525

当 期 末 残 高 － 1,374,874

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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機械装置 17年
工具、器具及び備品 ３年～４年

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
　関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。

(2)　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産 定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産
　自社利用のソフトウェア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3)　引当金の計上基準
貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

(4)　収益及び費用の計上基準
　当社は主として、インターネット上で海外在住の個人カスタマーに対して購入代行サービスを運営してお
り、カスタマーと締結した規約等にもとづいて購入代行サービス等を履行する義務を負っております。当履
行義務は、当社が商品をカスタマーからの依頼に基づき購入代行及び発送手続を行い、輸送業者に引き渡す
までであり、引き渡し時点で収益を計上しております。
　当社が代理人として商品の販売に関与している収益については純額で収益を認識しております。
　なお、顧客から前受金の支払を受ける場合、契約負債が計上されます。

(5)　外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており
ます。
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(1)　有形固定資産の減価償却累計額 3,571千円

当座貸越極度額の総額 50,000千円
借入実行残高 －千円

差引額 50,000千円

短期金銭債権 177千円

２. 会計上の見積りに関する注記
繰延税金資産の回収可能性
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額
　繰延税金資産　　 54,243千円

(2)　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報については、連結計算書類に同一の内容を掲
載しておりますので、注記を省略しております。

３. 貸借対照表に関する注記

(2)　当座貸越契約
　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。
　この契約に基づく事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

(3)　関係会社に対する金銭債権、債務

４. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
　期末に保有する自己株式はございません。
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繰延税金資産
棚卸資産評価損 674千円
貸倒引当金 608千円
貸倒損失 967千円
減価償却超過額 48,463千円
未払事業税 3,682千円
その他 813千円

繰延税金資産小計 55,210千円
評価性引当額 △967千円
繰延税金資産合計 54,243千円
繰延税金資産の純額 54,243千円

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

議決権等の所有
( 被 所 有 ) 割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
（ 千 円 ） 科 目 期末残高

（ 千 円 ）

役員及び
その近親者 鈴木　賢 被所有

直接0.4％ 当社代表取締役

資金の貸付
（注） 20,334

― ―
資金の返済 20,334

利息の受取
（注） 52 ― ―

５. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

６. 関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）貸付金の利率は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

７. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表６.収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。
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(1)　１株当たりの純資産額 177円28銭
(2)　１株当たりの当期純利益 30円31銭

８. １株当たり情報に関する注記

　当社は、2025年９月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。2026年５
月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益を
算定しております。

９. 重要な後発事象に関する注記
 該当事項はありません。
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